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奈良先端科学技術大学院大学 (以下，本学) では開学から独自の統合情報処理環境として曼陀羅シ
ステムを構築してきた. 曼陀羅とは密教における無限小の求心が逆に無限大の拡散につながる心理を
意味しており，システムの構築には曼陀羅が表す過不足のない充実した状態の達成を基本理念として
いる. 本学においても，未曾有の災害をもたらした 2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災の発
生により曼陀羅システムの事業継続についての検討と国内電力供給の逼迫による省電力対策に取り組
む必要が出てきた．すなわち大規模な災害等が発生した際に，迅速な復旧や保有するインフラ基盤を
効率よく稼働させるための手段を確立しておくことは重要である．そこで，本研究では事業継続の視
点から曼陀羅システムの運営・運用体制の体系化を進めると共に災害に対応できる高信頼性・高可用
性システム構築とグリーン IT のためのアイディア抽出とその実装を目的としている．
本稿では，課題抽出のために 1) 曼陀羅システムの現状と事業継続に関する現在の本学における取

り組み，2) 東日本大震災の発生に伴う国内電力供給低下による曼陀羅システムのサーバが設置され
ているサーバルームの節電対策について報告する．

Proposal of Electric Power Saving on Mandara System
for Universiy Continuity

Takahiro Tsujii,†1 Masatoshi Kakiuchi,†1 Akira Yutani,†1

Atsuo Inomata,†1 Kazutoshi Fujikawa†1 and Hideki Sunahara†2

Nara Institute of Science and Technology (NAIST) has developed and evolved ”Mandara”
as our original environment of the integrated information processing which opened its doors in
1991. Mandara was adopted as a powerful aid to meditation and concentration for practition-
ers of Esoteric Buddhism. That is a basic idea of just enough condition in order to establish
whole of systems. In March 2011, Japan’s most powerful earthquake since records began has
struck the north-east coast, triggering a massive tsunami. Even worse, this caused the tight
electric power supply. So we have to discuss the university continuity and the countermeasure
of power saving. In this paper, we report two discussions based on our Mandara as following;
1. the current condition and approach, 2. the taking electricity saving measures in our NOC
according to receiveing a specific request from KEPCO.

1. は じ め に

本学は学生数約 1050名，教職員数約 400名の大学
院のみの大学である．本学は 1991年（平成 3年）10

月に開学し，1992年（平成 4年）に本学の情報基盤
である曼陀羅システムの整備を行い，その運用を開始
した．
その後も急速に発展する情報技術への対応，本学の
先端的な教育研究活動支援，社会情勢への対応のため
に，曼陀羅システムの更新，運用手法の改善，運用方
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針の適宜見直しを行ってきたが，東日本大震災の発生
により曼陀羅システムの事業継続と省電力対策が曼陀
羅システムにおいて迅速に解決すべき課題となってい
る．本研究では，事業継続の視点から曼陀羅システム
の運営・運用体制の体系化を進めると共に災害に対応
できる高信頼性・高可用性システム構築およびグリー
ン ITのためのアイディア抽出とその実装を目的とし
ている．
本稿では，研究を進めるにあたっての課題抽出のた
めに 1)曼陀羅システムの現状と事業継続に関する現
在の本学における取り組み，2) 東日本大震災の発生
に伴う国内電力供給低下による曼陀羅システムのサー
バが設置されているサーバルームの節電対策について
報告する．
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2. 背 景

東日本大震災の発生を契機に，様々な大学において
事業継続計画 (以下，BCP)を策定する動きがでてい
る．BCP1)–3) とは，自然災害等の緊急時に重要な業
務を継続あるいは早期に復旧させるための手順や対策
を含めた計画であり，現時点で大学において作成して
いる例は少ないが，サイエンティフィック・システム
研究会WG による中間まとめ「BCP」4) に大学等の
ICT部門が BCPを策定するための必要な情報がまと
めれ，大学の BCP策定の動きを推進している．この
情報をベースに BCPを策定し，事業継続を実現する
ためには，データ，サーバ及び電源の冗長化は，有効
な手段である．データ及びサーバの冗長化は，レプリ
ケーション5) 等の技術により実現されているが，地震
等の被害があった場合には学内で継続的にサービスを
利用することは困難である．電源の冗長化は，非常用
電源設備を設ける事によって可能となるが，コストを
勘案すると，どの設備に電源を供給すべきか，どの設
備を二重化するかを検討する必要がある．
また被災後の復旧時には，発電所の被災や被災地へ
の電力供給の融通等により電力会社からの電力供給が
逼迫し，電力使用削減を余儀なくされた．一方，二酸
化炭素の排出量規制6) 等を含めて，今後エネルギーの
消費量を削減していかなければいけないことは世界的
な要請でもあり，通常時のグリーン IT への試みと共
に，緊急時における電力削減策を立てておくことは事
業継続のために必要である．

3. 曼陀羅システムの環境概要

曼陀羅システムが社会情勢に適応し適正な運用がな
されるためには，全学情報環境システム運用方針や情
報ネットワーク利用に関する倫理規定の適宜見直しは，
必要不可欠である．曼陀羅システムは，全学情報環境
システム，電子図書館システム，基幹ネットワークシ
ステム，各部局独自システムにより構成される．全学
情報環境システム，電子図書館システム，基幹ネット
ワークシステム，各部局独自システムの一部の運用・
管理は総合情報基盤センター (以下，ITC)が行ってい
る．毎年のシステム更新により，先端的な技術を導入
し，利用者からの情報システムへの要求の変化，社会
環境の著しい情報化によって要求されるセキュリティ
強化，グリーン ITなどに対応してきている．
しかしながら，東日本大震災による発電所の被災，
原子力発電所停止による国内電力供給力低下により電
力需給が逼迫しており，本学においてもグリーン IT

実施のために導入した機器を利用し，節電対策を試み
ている．そこで本節では曼陀羅システムの詳細を述べ，
曼陀羅システムの事業継続および節電対策として講じ
た省電力の方策について述べる．

図 1 ファイルサーバ

Fig. 1 File server

3.1 曼陀羅システム
3.1.1 全学情報環境システム
全学情報環境システムでは，全体を 4分割したシス
テムが毎年更新され，各年度毎のシステム更新は，4

年のリース契約により導入される．その結果，システ
ムの陳腐化が回避でき，4年 1サイクルでのシステム
更新計画を行っている．本システムは，各居室に設置
された利用者端末，サーバルームに設置されたサーバ
群，共用機器室に設置されたプリンタ，講義室に設置
されたプロジェクタを含む授業支援機器などで構成さ
れている．2012年 (平成 24年)には第 6サイクルを
迎えることになり，サーバの集約化を念頭においたシ
ステム更新を計画している．主な全学情報環境システ
ムは，以下の通りである．
• 個人常用ワークステーション
本学における学生，教員，職員が日々の情報処理
（原稿作成，電子メール等）に使用するシステム
であり，情報科学研究科，バイオサイエンス研究
科，物質科学研究科の 3研究科と事務局の利用方
法を考慮した構成となっている．情報科学研究科
では，大容量高速ファイルサーバシステムに配置
したイメージから NetBootするMac OS Xのク
ライアントマシンと Sun Rayシンクライアント
システム，物質科学研究科では，デスクトップ型
の Windows マシンと XenDesktop によるシン
クライアントシステム，バイオサイエンス研究科
では，デスクトップ型の Windowsマシンおよび
Mac OS X マシン，事務局では Sun Rayシンク
ライアントシステムを導入している．

• 共用サーバシステム
– 大容量高速ファイルサーバシステム

SunOS 5.10 上で稼働するNFSと Sambaに
よってユーザのホームディレクトリ，授業・研
究プロジェクト用の共有ディレクトリ，共用
ソフトウェアを提供する．本学ファイルサー
バ (図 1)の総物理容量 約 4.3PBで，1ユー
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図 2 曼陀羅ネットワーク

Fig. 2 Mandara Network

ザあたりのホームディレクトリ容量は，教員
40GB，学生 20GBである．

– 小規模計算サーバシステム
本学における学生，教員が高度な計算能力を必
要とする研究を遂行するために利用するシス
テムである．SunOS 5.10が稼働する 512GB

メモリ搭載の大容量共有メモリノード 4台と
ブレード 10ノードを搭載したブレードサーバ
12台によって構成される．ジョブスケジュー
ラ Sun Grid Engine によりジョブの実行管
理を行っている．

– 共通基盤サーバシステム
認証サーバ，DNS サーバ，LDAP サーバ，
FTP サーバ，データベースサーバ，ネット
ワーク管理サーバ，仮想マシンサーバ，メー
ルシステム，セキュリティリスク管理システ
ム，遠隔アクセス支援システム等で構成され，
曼陀羅システムの共通基盤として稼働して
いる．

• 授業支援システム
情報科学研究科，バイオサイエンス研究科，物質
創成科学研究科の授業において，教材や資料の提
示等に利用されるシステムである．

• 特定研究用サーバシステム

情報科学研究科・バイオサイエンス研究科・物質
科学研究科における研究活動を支援するためのシ
ステムである．23 のシステムが存在し，各シス
テムに特化した外部周辺機器が特徴である．

3.1.2 電子図書館システム
本学電子図書館7) は，全国大学図書館のパイロット
システムとして文部科学省 (旧文部省) から支援を受
け，我が国最初の実用型電子図書館として 1996年 4月
にサービスを開始し，科学技術の先端的かつ独走的な
研究・教育の支援に必要な学術情報を迅速かつ性格に
提供するために図書館資料を電子化して蓄積し，ネッ
トワークを介して利用者に学術情報を提供した，本学
電子図書館の主な特色は，以下の通りである．
• 学位論文などの学内成果物のデータベース化
学内の教員，研究者および学生が生成するテクニ
カルレポート，科学研究費補助金研究成果報告書，
学位論文などの研究成果，また学内で行われる招
待講演や学内教員による講演なども，著者または
講演者から，インターネット経由で利用する許諾
を得た上で，デジタル情報として収集し，管理し
ている．

• 授業アーカイブ事業
平成 17年度から教員の許諾を受けた授業を電子
図書館のコンテンツとして収録し，データベース
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化している．その結果，本学の教職員や学生なら
ば，いつでも目的のコンテンツを検索により簡単
に見つけ，閲覧できる�1 .

• メディアセンター機能
著作権の許諾が得られている画像情報・文字情報・
映像音響情報を電子化することにより，雑誌・図
書・動画などの様々なコンテンツを情報発信する
機能を有している．

• 高度な情報検索
書誌・目次・抄録情報のみでなく，本文情報を検
索対象としており，利用者は目的の図書の検索を
行える．

• リアルタイム・同時利用の実現
電子化された資料ならば，ネットワークを介して
時間的遅延なしに，複数利用者が同時に閲覧する
ことができる．
電子図書館システムも全学情報環境システムのシス
テム更新と同様に，4年のリース契約により導入され
るため，システムの陳腐化が回避でき，最先端の機能
提供が可能となっている．
3.1.3 曼陀羅ネットワーク
曼陀羅ネットワーク (図 2)は，幹線 40ギガビット
毎秒，支線 10ギガビット毎秒の速度を提供しており，
システム間の円滑な通信，より密接な資源共有，高品
位な通信，グリッドコンピューティングを可能にさせ
るばかりではなく，インターネットにも対外 10ギガ
ビット毎秒の高速専用回線で接続しており，国内外の
主要サイトとの超高速通信をも可能にしている．ま
た，キャンパス全域で 50～100メガビット毎秒の無線
LAN サービスを提供しており，学生・教職員は，い
つでもどこでも必要な情報にアクセスできる．
3.1.4 各部局独自システム
研究目的で研究室が独自に導入しているシステムと
業務目的により各部局が独自に導入したシステムが存
在する．また，上記 3システムで整備できなかった箇
所のサポート及び新技術の検証を行うためのシステム
導入も行っている．
3.2 サーバルーム
サーバルームでは，単にサーバを稼働させる電力だ
けではなく，サーバを冷却させる空調機を稼働させる
電力が必要である．本学には，大きなサーバルーム
が 2箇所ある．一つは，3.1.1全学情報環境システム
のサーバ類，3.1.3曼陀羅ネットワーク，3.1.4各部局
独自システムを設置するためのサーバルーム (以下，
RoomA) であり，もう一つは 3.1.2電子図書館システ
ムを設置するためのサーバルーム (以下，RoomB)で
ある．
これらのサーバルーム内で消費電力を削減するため
には，消費電力とサーバルーム内の温度を監視するこ

�1 学外の方が閲覧できるコンテンツも存在する.

図 3 各システム消費電力

Fig. 3 Power of each system

図 4 ラック内温度

Fig. 4 Temperature in racks

とが重要である．そこで，センサを利用した消費電力・
温度可視化システム を導入した．図 3は，各システ
ムの消費電力，図 4は，ラック内温度を示す．図 3の
横軸は各システム名，縦軸は電力 (単位:W) を示し，
2011年 8月 8日 15時時点における各システム毎の消
費電力がわかる．図 4の横軸は各システムが搭載され
ているラック名，縦軸は温度 (単位:度)を示し，2011

年 8月 8日 15時時点における各ラック内の温度がわ
かる．この消費電力・温度可視化システムは，各セン
サが取得した値を環境監視装置が取得し一定期間保存
する．図 5は，消費電力・可視化システムを示す．監
視端末は，その値を環境監視装置から SNMPにより
取得し，消費電力・温度情報を可視化する機能を提供
する．
( 1 ) 電流・電圧センサ

RoomAには分電盤が 13箇所設置されており，
分電盤内の全ブレーカに電流センサ (図 6)189

と電圧センサ 13が設置されている．RoomBに
は分電盤が 5箇所設置されており，分電盤内の
全ブレーカに電流センサ 95と電圧センサ 5が
設置されている．
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図 5 消費電力・温度可視化システム論理構成図

Fig. 5 Logical configuration diagram

for the power and the temperature

図 6 電流センサ

Fig. 6 Eletric power sensor

図 7 温度センサ

Fig. 7 Temperature sensor

( 2 ) 温度センサ
RoomA には，サーバが搭載されている 32 の
各ラック内の高さ 180cm，100cm， 20cmの位
置に 3箇所，サーバルーム内の天井に 2箇所，
サーバルームのOAフロア床下に 5箇所の温度
センサ (図 7)を設置し，RoomBには，2ラッ
ク内にそれぞれ 1つと天井に 1つの温度センサ
を設置している.

3.3 現状の問題点と課題
3.3.1 学内規定・運用方針・BCP

P2P ソフトウェアの利用による著作権侵害等によ
り，定期的に情報システム・ネットワークの学内規定・
運用方針を見直すことは重要である．しかし，見直し
には事務的手続きに手間取り，改訂版が施行されるま
でに時間を要する場合が多い．本学の BCP策定につ
いても全く同様な状況で完成までには暫く時間がかか
る事が予想される．今や曼陀羅システムは学内のイン
フラとなっており，学内規程・運用規程の迅速な見直
し，本学で未整備である BCP策定は急務である．
3.3.2 曼陀羅システムの導入・構築・運用
現在，3.1.1全学情報環境システム，3.1.2電子図書
館システムの更新は，別々に行われている．また，3.1.4

各部局独自システムでは，各部局，研究室では独自に
システムを導入しており，以下の問題点が生じている．
• 別筐体のハードウェアが別々の場所に設置
• ソフトウェアの個別導入
この結果，サーバの集約化およびソフトウェアの効
率的な導入が行えないばかりでなく，システムの分散
配置により事業継続のためのデータおよびサーバの冗
長化がコスト面から容易に実施できない状況にある．
3.3.3 サーバルームの省電力化
サーバルームの消費電力の削減には，電力・温度の
計測結果を利用し，サーバの省電力化とこれらサーバ
から発生する熱からサーバルームを一定の温度に保つ
対策が重要である．

4. 解 決 方 針

4.1 学内規定・運用方針・BCP

学内規定・運用方針・BCPのいずれについても迅速
に策定するためには，情報システム・ネットワーク管
理者者側で策定した雛形により，大学経営者は社会情
勢および各種の学内規定や情報セキュリティに関する
法律を認識し議論する必要がある．ITCは，自身とし
ての BCP を早期に策定し，大学全体としての BCP

策定を促すことも有効である．
BCPでは，災害時等に稼働させるべきサーバの優
先順位や大学内の設備体制について決定する必要があ
るので，ITCおよび大学の BCPを早期に策定するこ
とにより，省電力への取り組みを加速させることが期
待できる．
4.2 曼陀羅システムの導入・構築・運用
効率的なシステム利用および導入コストを視野にい
れ，3.1.1全学情報環境システム，3.1.2電子図書館シ
ステムを結合させた上で調達することを計画している．
また，ソフトの導入については，システム調達に含め
た方がよいのか，それともソフトのみを別途契約で導
入した方がよいかを調査している．
災害時の事業継続を可能にするためには，サーバの
集約化は有効な手段であり，そのためにはサーバルー
ムの拡張が必要である．本学では，非常用発電機の設
置も検討しており，これに追随して免震型のコンテナ
型サーバルームを設置することも一つの選択肢として
検討している．免震型コンテナ型サーバルームに非常
用発電機からの給電設備を整え，そこに優先度が高い
サーバを設置しておくことで，事業継続に必要な重要
なサービスが稼働し続ける可能性は高まる．
本学では震度 6強までの地震ならば建物は倒壊しな
いが，建物内の設備が破壊されることが予想されてい
る．これに伴い，学内ネットワークも寸断されること
が予想される．しかし，本学ではリチウムイオン電池
および太陽電池などを利用した無線によるアドホック
ネットワーク構築が可能なため，重要なサービスが稼
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図 8 計算機消費電力

Fig. 8 Consumed power of computing machinary

図 9 空調機消費電力と外気温

Fig. 9 Consumed power for air-cinditioner

and outside temperature

働していれば，重要な場所にそのサービスを迅速に提
供することが可能である．また，サーバの集約化を行っ
ておくことで他組織と連携したデータおよびサーバの
レプリケーションを容易に実現できると考えられる．
サーバルームの拡張およびサーバの集約化のいずれ
を実現させるためにも，現在の曼陀羅システムが使用
する電力使用状況を明確にしておく必要がある．
4.3 サーバルームの省電力化
4.3.1 サーバの適宜停止
RoomAの全消費電力は，平均 約 235kW(計算機：
約 150kW + 空調機器：約 85kW)である．社会情勢
から本学では，平日昼間 (10:00～19:00) における計
算機消費電力の 15％ (約 23kW) 削減を目標とする下
記のような対策を 2011 年 7 月 1 日より行っており，
2011年 9月 22日まで実施する．
• 夜間にバックアップで利用しているファイルサー
バを昼間停止させることによって，RoomAでの
消費電力を約 16kW削減

• 学内構成員が利用する計算サーバを昼間に全サー
バの 1/2 を停止し，RoomA での消費電力を
12.6kW削減
サーバルームで述べたサーバルーム消費電力・温度

監視システム利用し，結果を得た．図 8および図 9の
横軸は時刻，縦軸は電力 (単位:kW)を示す．図 8は，
2011年 6月 27日と 2011年 8月 2日におけるRoomA

に設置された計算機の総消費電力を，図 9 は，2011

年 6月 27日と 2011年 8月 2日における RoomAに
設置された空調機の総消費電力と外気温を示す．尚，
2011年 6月 27日は節電対策前，2011年 8月 2日は
節電対策後である．
図 8 より節電対策時 (10:00～19:00) における計算
機消費電力の節電効果を確認できる．また，2011 年
6月 27時 17時および 2011年 8月 2日 17時の電力
を比較すると約 26kW(約 17%) の節電を実施したこ
とになる．
図 9より 2011年 6月 27日と 2011年 8月 2日では
外気温の違いを考慮にいれても，節電対策時 (10:00～
19:00) に空調機の消費電力が削減していることを確
認できる．節電対策時 (10:00～19:00) とそれ以外の
2011年 6月 27日と 2011年 8月 2日の消費電力の差
の平均は，それぞれ約 22kW，約 9kW であり，この
差の約 13kW(約 12%) が空調機における節電効果と
推測できる．
この結果より，当初の目標はほぼ達成できたといえ
る．9 月 23 日以降についても利用者へのサービスに
影響しない対策については，引き続き実施する予定で
ある．
4.3.2 サーバの集約化
情報ネットワークサービスの拡大に伴い，各サービ
スを提供するサーバを追加導入する必要がある． し
かし，サーバの台数増加は消費電力増加による影響を
及ぼす可能性があるため，省電力化のためにサービス
の品質を保ちつつ台数増加を抑制する必要がある．こ
れらの理由から本学では以下の対策を実施している．
• サービスの集約化
ネットワークサービスは複数のサービス群が組み
合わさることで，情報基盤として成り立っている．
最近のサービスの高度化に伴い，提供するサービ
スの種類も増加している．構成を単純化しサービ
ス不具合時の相互影響を減らすためにサービス毎
に独立したサーバを導入することは，サービスの
安定性を向上させる一方，サーバ台数の増加をも
たらす．サーバ更新の都度構成を見直すことで，
認証・ディレクトリサービス，メールサービス等
においてサービスの高機能化に関わらずサーバ台
数削減を実現している．

• サービス仮想化機能の導入
サービスの安定稼働・セキュリティ維持のために，
単純に複数のサーバを同じサーバに集約できない
場合がある．サーバ仮想化機能の導入により，一
台のサーバを複数サーバに仮想的に分割すること
ができる．2005 年度よりサーバ仮想化機能を導
入し，順次サーバの集約化を進めている．
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図 10 RoomA 温度監視

Fig. 10 Monitoring temperature

in a server room

• 各部局サーバ仮想化機能の導入
各部局・研究室において個別に運用しているサー
バ群があるが，これらを 1 箇所の計算機室に集
約することで空調機の効率改善，サーバ集約によ
る台数削減による省電力化が実現できる．今後は
サーバルームの拡張もしくは新設等の手段を講じ，
これらサーバを大規模に受け入れるための基盤を
整備し，集約化を推進するよう計画している．

4.3.3 空調機消費電力の削減
サーバルームで消費される電力は，サーバだけでは
なく，サーバルームの温度を一定の温度に保つための
空調機にも使用される。そのため空調機消費電力の削
減も重要である．本学では，空調機消費電力の削減に
向け，4.3.1サーバルーム 2温度センサによる可視化
システムを利用し，RoomAの温度監視の結果を図 10

に示す．
その結果，RoomA内では熱い箇所と冷たい箇所の
ムラがかなりあり，このムラを限りなく少なくするこ
とで空調機の設定温度を上げても問題無いことが分
かった．そのため RoomAに設置されている空調機の
冷気の吹き出し口の位置とラックの配置の見直しを実
施し，2010年 12月より空調機の設定温度を 18度か
ら 20度に変更した．
現在，この設定温度変更による各サーバへの影響は
出ていない．また空調機消費電力量への影響に関して
は，ほぼ変化が無いという結果が出ている．
2010年 1月～6月の累積電力量：359.3MWh

2011年 1月～6月の累積電力量：359.8MWh

この結果を考察するため期間中の外気温や稼働して
いたサーバの違いについて現在調査中である．

5. ま と め

災害時の事業継続を実現するためには，BCPを策定
することが重要であり，BCPを実践するには，サーバ
の集約化は有効な手段である．これにより，自組織内
のデータおよびサーバの冗長構成を容易に実現できる
ばかりでなく，他組織と連携したデータおよびサーバ
のレプリケーションを容易に実現できる．現在，ITC

としての BCP は策定中であるが，それと並行して本
学では他組織と連携したデータおよびサーバのレプリ
ケーションについても進めていく予定である．
今夏の国内電力供給力低下により本学サーバルーム
内のサーバを適宜手動により停止したが，サーバ稼働
状況と各種センサから取得した計測結果より適切な
サーバの停止・起動の自動化を行い，さらなる省電力
を試みる予定である．学内構成員が利用するサーバ集
約については，計画的に進めているが，各部局のサー
バ集約には研究に特化した周辺機器の接続について
解決することが課題である．空調機の電力は室外機に
よって半分以上が消費されており，電力・温度の計測
結果を有効利用し室外機を適切に制御するシステム導
入を検討している．
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